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４ １を で微分し， ，
とおいて，
補４ ２
点での税込み費用最小
で評価すること
補４ ３
となり，技術進歩後では，
となる
）
。
この補４ ４式を陰関数定
となり，技術進歩の発生が
企業が認識する限り，この
理で開けば，均衡の近傍では
自社に限定され，他企業の行
技術進歩に応じて，当該企業
補４ ４
，
補４ ５
動に変化がないと当該
の汚染物質排出削減が
進展する。
この「技術進歩を自社だ
の減少として当該企業にも
けに秘匿できる」場合，税負
たらされるレント は，相殺
担と汚染削減費用の和
減税を考慮しても，
追加削減による
純税負担減少
となる。
動学的効率性の存在を主
税負担減 排出削減費用変化
（正値） 排出削減費用増分（正
張するためには，この が，
分（負値） 相殺増税分
補４ ６
値）
技術進歩前の均衡削
（ ）
立命館経済学（ 巻特
補図１
別号５）
減量 を達成す
必要がある。即ち
るための削減費用の減少分
，
を上回る
が，動学的効率性
が正常（ ，
即ち，補４ ７
成立し，これは，
あり， であ
存在のための条件であり，こ
）であれば満たされる（補
式の条件は， の面
条件，
る以上， ， を意味
補４
れは，排出削減費用関数の形
図１参照）。
積が， より大きけれ
が成立することと同義
する。従って， ，
７
状
ば
で
で
あれば，補４ ７
次に，補４ ７
となるが，この右
る限り正となるか
が成立する。
と補４ ６より， も成立
辺は，補図１の であ
ら， がいえる。
する。補４ ７より，
り，やはり， ， であ
（ ）
環境税・
３ 技術が社会全体に普
上述のように，技術進歩
ント が発生するとともに
炭素税に関するいくつかの論点（我
及した場合
が特定の企業だけに発生する
，その大きさは，数量的直接
妻）
ならば，当該企業にレ
規制の下で得られる
水準よりも大きくなる。し
業では，他企業における技
担分が累積してくる。
他企業の視点で見ると，
企業の行動を所与とすれば
あるから，技術進歩実現に
実現する利益が存在する。
かし，同等技術が社会全体に
術進歩実現に伴って生じる，
補４ ６，補４ ７が成立して
，動学的効率性が存在し，技
要する費用がそれよりも安価
逆に，自分が技術進歩を実現
普及していくと，各企
相殺増税の当該企業負
いる以上，自分以外の
術進歩のレントも正で
であれば，技術進歩を
しなくても，自分以外
の企業の技術進歩実現に伴
術進歩導入に関わらなくて
税の累計分
負担することになる。
他方，技術進歩を導入し
最終的レント は，時間の
４ ６の相殺増税分が累積す
う相殺増税の負担は存在する
も，他企業全てが新技術を導
た場合に，技術が社会全体に
経過による割引の存在を無
ることで，
。このため，自社が技
入するならば，相殺増
は
浸透した後の各企業の
視して記述すれば，補
となる。この は補図１で
の面積から
より小さく（ ），
り小さければ（
いえば， と
の面積を差し引いたものと
この技術の導入のための費
），囚人のジレンマ的状況と
補４ ８
の面積の差分に等しく，
なる。同時に は，
用 が，その差分よ
なり，各企業は共謀
できない限り，技術進歩を
即ち，ここまでの議論を表
技術を導入せず」の時に自
るが，自社だけ導入に踏み
ント を獲得する。他方，
導入して，負のレント を
にまとめれば（補表１―１），
社も導入を見送れば，ネット
切れば，新削減技術導入費用
他社の戦略が「新削減技術導
獲得することになる。
他社の戦略が「新削減
・ペイオフはゼロとな
の負担の下に，レ
入」の時に，自社が
（ ）
立命館経済学（ 巻特別号５）
導入を見送れば，
となり，自社も新
こで，議論は各
の
他社の新技術導入に伴う相殺
削減技術導入に踏み切れば
企業に対して対称であるか
２条件が同時に成立すれば，
増税の累積分 のペイオ
， のペイオフとなる。
ら，１） ，２）
各企業にとって，新削減技術
フ
こ
を
導入することが支
具体的に，限界
ペイオフ行列を検
り，レント は，
限界削減費用が直
配戦略となる。
削減費用関数を原点をとおる
討すると以下のように書く
線となるならば，
直線と仮定して，代表的企業
ことができる。即ち，補４ ６
であるか
の
よ
ら，
と書ける。他方
であり，最
となる。これらを
，前述のように，相殺増税の
終的レント については，
ペイオフ行列に書き込めば，
補４
累積分は
補４ ８より，
補４
下記の補表１―２を得る。こ
９
れ
より，囚人のジレ
となる。この条件
きに当該技術進歩
ものである限り成
ンマ的状況となる条件は，
は，そもそも，「技術を自社
が純利益をもたらすための条
立するから，各企業は共謀で
補４
だけに秘匿できる」と考えた
件であり，当該技術が意味あ
きない限り，囚人のジレンマ
と
る
的
（ ）
自
社
の
戦
略
新削減技術導入せず
新削減技術導入
補表
新
代表的企業のペイオ
他社の戦
削減技術導入せず
フ
略
新削減技術導入
環境税・炭素税に関するいくつかの論点（我妻）
状況に陥ることになる。
言い換えれば，社会全体
の削減費用と，技術進歩の
分追加していると
としてみれば，
開発・導入の費用をかけて，
いう常識的解釈に戻る。
の面積相当
汚染物質排出削減を
４ まとめ
以上の議論より，一定の
は，必ずそれを調整する相
減税が，関連主体の頭割り
制度は，短期的に，従来の
が，長期的に，そのレント
歳入確保を前提とし，税収の
殺増減税が行われる状況を想
となる場合，一様混和性の汚
意味での動学的効率性に対応
は消失することになる。
増減をもたらす変化に
定し，かつその相殺増
染問題に関わる環境税
するレントをもたらす
しかし，この結果は，環
ならない。同質の 企業を
術進歩が生じるなら，その
がでる状態」であるならば
合に，自社が新削減技術を
社が新削減技術を導入
境税制度の動学的効率性の存
想定すると，代表的企業にと
導入費用と相殺増税の自社負
，他の 社が新削減技術
導入する戦略が有利なことは
した場合にも，自社の戦略と
在を否定することには
って，「自社だけに技
担分を負担しても利益
導入を見送っている場
当然であるが，他の
しては，何もせず他社
の技術進歩に伴う相殺増税
が有利となり，囚人のジレ
能性がある。さらに，初期
つ場合や，削減技術開発が
どをもたらす場合等，早い
分を負担するだけよりは，新
ンマ的状況の中で，新削減技
にレントを獲得することが財
，パテントなどの形で他企業
者勝ちの利益獲得を狙った，
削減技術を導入する方
術の導入が進展する可
市場で戦略的意味を持
からのロイヤルティな
技術開発競争がもたら
（ ）
自
社
の
戦
略
新削減技術導入せず
新削減技術導入
補表
新
代表的企業のペイオ
他社の戦
削減技術導入せず
フ
略
新削減技術導入
される可能性も想
なお，ここでい
規制と比較して，
立命館経済学（ 巻特
定できよう。
う「動学的効率性」とは，
汚染排出企業に削減技術開発
別号５）
本論脚注２でみたように，「直
のための研究開発投資のイン
接
セ
ンティブが発生す
には関わらないこ
） この論文は
性の下の持
るか否か」で捉えられており
とに注意する必要がある。
注
， 年度 年度立命館大
続可能性に関する研究―２つの後
，（社会的な）厚生水準とは直
補論４
学学術研究助成特定研究 「不
悔しない政策と経済的手段の限
接
了
確実
界」
に関連して
する評価視
） 以下では，
において，
場合の方が
減技術の研
学的効率性
るのは，削
準などとは
なされた，環境経済・政策学会
点の再検討」を基礎に取りまとめ
「当初，同一の環境水準を達成す
『規制的手段でそれを行う場合と
，汚染削減技術の技術進歩が汚染
究開発投資へのインセンティブが
を持つ』」と表現することとする
減技術の技術進歩と企業の私的利
直接には，関わらない。
年大会報告「環境税・炭素税
た。
るよう意図された政策手段間の
比較して，当該政策手段を実施
源企業にもたらす利益が大きく
大きい』場合，その政策手段は
。即ち，直接に動学的効率性と
益の関係であり，社会全体の厚
に関
比較
した
，削
『動
関わ
生水
） 開発される
狙った開発
政策手段が
） 同報告書
相殺減税に
が高くなっ
設備投資が
派モデルで
技術の内容によっては，特許料
競争が強化される可能性がある。
直接規制であるか経済的手段であ
（環境庁（ ））の モデル
振り向けるよりも，財政赤字の解
ている。同報告書の説明では，財
促進されるというメカニズムとな
バローの中立命題の成立を前提と
収入などが期待でき，早い者勝
但し，この特許関連のメカニズ
るかには関わらない。
の分析では，環境税税収を所得
消にまわした方が，長期的な成
政赤字削減で（長期）金利が低
っている。しかし，徹底した新
するならば，同報告書の議論と
ちを
ムは，
税の
長率
下し，
古典
は異
なり，財政
） 絶対優位を
も多いが，
） 現実には，
較優位構造
されている
赤字の規模は効果をもたなくなる
著しく喪失する産業＝損失者の
この点は分配の議論となりここで
擬似固定相場制度の下でも，全
は貿易構造を規定すると考えられ
，ドイツなどでの計量モデル分析
。
存在（分配問題）を問題視する
は触れない。
ての価格調整，数量調整を通じ
る。実際，諸富（ ）の中で
では，環境税導入で相対的に有
議論
て比
紹介
利と
（ ）
環境税・
なる産業の存在も示さ
などからの誤解を受け
） 汚染排出許可総量は外
炭素税に関するいくつかの論点（我
れているが，同時に為替が固定化
やすいことも事実であろう。
生だから，企業数 に反比例し
妻）
されている以上，産業界
て企業規模が小さくなる
ことを暗黙に想定して
） 技術進歩の発生前でも
一括税による調整増減
るものとする。
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